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地域経済振興をめざす「草の根」の運動を交流する集い
第９回中小企業のまち民間サミット参加のご案内
　｢第９回中小企業のまち民間サミット｣への参加をご案内いたします。
｢中小企業のまち民間サミット｣は１９９７年５月に東大阪市で第１回を開催して以来、大田区、墨田区、尼崎市、川口市、岡谷市、東大阪、大田区と８回にわたり民間サミットを開催してきました。今回の｢第９回中小企業のまち民間サミット｣のために実行委員会を設け、東京・墨田区での開催を確認し、準備を進めてきました。
多くの地域から、不況打開実行委員会などの運動体、中小業者団体、労働組合にご参加いただき、地域経済振興をめざす各地の「草の根」の運動を交流し成功させたいと思います。貴団体からもぜひご参加をいただきたく、ご案内申し上げます。
　この｢中小企業のまち民間サミット｣では、不況と産業空洞化、「構造改革」「規制緩和」路線などによる地域の深刻な事態にたいし、各地域の不況打開・地域経済振興の運動を交流してきました。また、６都市（尼崎市、東大阪市、岡谷市、川口市、東京・墨田区、大田区）の首長と商工会議所会頭が２年に一度開催する「中小企業都市サミット」に呼応して開催してきました。
　これまでの民間サミットのテーマや特徴は本書に紹介の通りです。不況を打開し地域経済を振興させる先進的な運動や成果、多彩な経験が持ち寄られ、参加者からは「報告された運動をわが地域でもやりたい」「中小業者と労働者が共同する運動の起爆剤になった」などの意見がだされ、新たな行動をおこす機会になってきました。また、回を重ねるごとに、「草の根」からの運動が各地に広がり、それが地域や行政に働きかける大きな構えの運動へと発展しています。
この「中小企業のまち民間サミット」は、誰かが「方針提起」「基調報告」をするのではなく、集った各地域の「草の根」の運動団体が、「対等・平等」の立場で、各地の地域経済の実情や運動の経験を交流し、学び励まし合い、それぞれの地域に持ち帰り、それぞれの地域にあったやり方で運動を展開する、交流の場として開催しています。
今回の中小企業のまち民間サミットの特徴は、
①大企業の中小企業いじめ、雇用破壊を応援する｢アベノミクス｣を許さない闘いの経験、
②東日本大震災と福島原発事故から２年半以上経過しているのに復興が一向に進まず、労働者
の雇用と中小業者の仕事や地域経済に深刻な影響をあたえている中での闘い、
③中小企業への直接支援や商店リニューアル助成事業・住宅リフォーム助成事業など、国や地
方自治体に直接支援を求め、地域経済を活性化させる運動の経験、
④公務員リストラが住民サービス低下させ、街を壊しているもとで、地方公務員の闘い、
⑤墨田区の産業振興、雇用促進などのすぐれた点を学ぶ、
ことなどです。
　
日時　　２０１３年１０月２６日（土）午後１時（受付は正午から）
～２７日（日）正午
会場　すみだ中小企業センター（別紙地図参照）
交通　東亀戸線小村駅から徒歩６分
住所　〒131－0044　東京都墨田区文花１－１９－１
電話　０３－３６１７－４３５１
懇親会　曳舟文化センター（別紙地図参照）
交通　東武亀戸線「曳舟駅」３分
　　　　住所　京島一丁目３８番１１号
　　　　電話　０３－３６１６－３９５１
参加費　　２５００円　　　懇親会費　３０００円
民間サミットスケジュール
1日目
全体会議　　午後１時～２時１５分
・歓迎挨拶　・経過報告　・主な報告（４地域）
分散会　　　午後２時３０分～４時１５分（６分散会）
懇親会　　　午後６時～８時
　　２日目
全体会議　　午前９時１５分～１１時４５分
　　　　・講演　仮題｢労働者と中小業者の協力・共同で地域経済の立て直しを｣
　　　　　　・分散会報告　・討論　・アピ－ル提案・採択　・閉会挨拶　（１１：４５終了）
１日目の全体会議での主な報告（予定）
　１．東大阪市　　｢中小企業振興条例｣と｢住工共生のまちづくり条例｣の制定と、小規模事業者の実態調査アンケートの取り組みについて
　２．墨田区　　　墨田のまちを元気に
　　　　　　　　中小企業振興条例の発祥の地から、運動の新たな構築を
　３．大田区　　　中小企業庁との懇談・住宅リフォーム助成制度の拡充・新たな仕事おこし
など、地域経済活性化をめざす取り組み
　４．福島　　　　福島原発事故からの再建をめざす取り組み
プレ企画　
初日の午前中に行います。多数お申し込み下さい。
　　◆集合日時　１０月２６日（土）午前１０時
　　◆集合場所　押上（スカイツリー）駅　半蔵門・都営浅草線連絡通路　ソラマチ連絡口
◆見学コース　①ソラマチ５階　観光プラザ　すみだまち処　見学
↓　押上駅発　すみまるくん《区内循環バス》
　　　　　　　　　②中小企業センター　１階フロアー　見学
　　　　　　　　　　　　　（精密計測機器など、職員の説明を聞きながら）
　　　　　　　　　※昼食（５階会議室にて）
会場付近には食事を取れるお店がないので、弁当の注文を受けつけます。
　　　　　　　　　　　（７００円）
宿泊　遠方からの方の宿泊は「エクセルシティーホテル」を用意してあります。（地図参照）
お申し込み下さい。
プレ企画参加者の前泊も受付けます。
　交通　ＪＲ亀戸駅北口から徒歩３～４分
　住所　〒136－0071　東京都江東区亀戸２－２７－１２
　電話　０３－３６８５－５５９９
　宿泊代（２５日）８８００円　（２６日）９０００円
宿泊手続きと宿泊代納入は、２６日（土）会場受付にて、旅行業者が受けつけます。

お願い
１．参加申し込み
　同封の｢第９回中小企業のまち民間サミット参加申込書｣に記入して、大田区労働組合協議会内　不況打開大田区実行委員会まで、ＦＡＸ（０３－３７３１－１２６２）にて、申し込み下さい。
２．第９回中小企業のまち民間サミット会場で、配布したい資料は下記の要領にてお送り下さい
　送り先　〒１３１－００３３　東京都墨田区向島３－３９－１８
　　　　　墨田民主商工会内　民間サミット現地実行委員会　宛
　　　　　　電話　０３－３６２５－３８９０
　部数　２００部　　　送付締め切り　１０月２４日必着
これまでの「中小企業のまち民間サミット」のテーマや特徴
第１回　大阪・東大阪市　１９９７年５月　３６都市　２５０名
①産業空洞化と地域経済の空洞化反対。②大型店の野放図な出店反対。③地域経済の振興。
④運動の共同の探求。
第２回　東京・大田区　１９９８年１０月　２７都市　２８７名
①深刻な不況にどう立ち向かうのか。②地域経済の振興や条例づくりの運動。③地域経済の空洞化に立ち向かう運動。④大企業の下請けいじめに対し中小企業を守る運動。⑤中小企業の経営と雇用を守る運動。⑥大型店の野放図な出店に反対し商店街を守り活性化させる運動。⑦「ものづくり」を守る運動。⑧中小企業の共同の運動。
第３回　東京・墨田区　２０００年１０月　２８都市　２１４名
①全国で注目されている墨田区の中小企業施策。②東大阪民主市政の中小企業施策とその取組み。③浜松市の地域経済振興条例制定の直接請求運動。④「大店立地法」施行前の駆け込み出店・営業時間延長と身勝手な閉店などに対する運動と施行後のとりくみ。⑤日産自動車など大規模なリストラにたいし地域経済を守る運動。
第４回　兵庫・尼崎市　２００２年５月、２４都市　２５４名
①小泉内閣の「不良債権処理」、大リストラによる地域経済の破壊、「新たな産業空洞化」にたいする運動。②尼崎市の歴史と伝統ある「まちづくり」の運動の経験。③八尾市、川崎市などの「地域経済振興条例」制定の運動、東大阪市の中小企業施策の前進。④セーフガードを求める運動、大型店の出店にたいし商店街と「まち」を活性化させる運動。
第５回　埼玉・川口市　２００４年５月、３５都市　２５０名
①地域経済振興条例の制定と地域振興。②「下請２法を守れ」「不良債権処理するな」の中小工場をまもる運動。③大型店の出店、撤退から商店街を守る取組み。④尼崎市の民主市政実現と町づくり。⑤大企業のリストラ、海外移転から地域経済を守る運動。⑥建設労働者、中小建設業者の仕事確保。⑦市町村合併の問題と雇用、地域経済を守る取組み。
第６回　長野・岡谷市　２００６年１０月、７都府県２２都市　１９２名
①小泉内閣の「構造改革」「規制緩和」路線や新自由主義経済理論とのたたかい、②仕事起こし、住宅リフォーム助成、小規模工事登録などの実践例、③大型店の出店、撤退から商店街と町を守る成果、④長野県の脱ダムと流域安全計画による仕事起こし、⑤大企業のリストラ、海外移転から地域経済を守る取組み、⑥不安定雇用、社会的格差を是正する運動、⑦市町村合併の問題と雇用、地域経済を守る運動。
第７回　東大阪市　２００９年１１月　９都府県１８都市　１２４名
①中小企業の「生き道」を拓くため地方自治体が何をなすべきか、②公契約制定の運動、③町工場などにたいする固定費などの補助制度実現の運動、④地域経済振興条例を制定する運動、⑤地域経済の衰退のなかでの、外国人労働者を含む雇用確保の運動と実戦。
第８回　東京　大田区　２０１２年２月　１０都府県　１８都市　１７３名
①「ものづくり緊急支援事業」の実現と仕事おこしの取り組み、②地域経済振興や震災復興での公務労働者の大切な役割、③県内各地で取り組まれている自然エネ・仕事おこしの運動、④２０１１年の市長選挙に向けた全工場訪問の取り組み、⑤「公契約条例」を制定させた運動の経験、⑥東日本大震災後の中小業者の事業再開めざす取り組み
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